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市からの連絡帳

 申　請 

■西東京市民カードの破損等
による引替え
　西東京市民カードで８ケタの番号
が金色で左３ケタが０１０・０１１である
ものは、生分解性プラスチックカー
ドで、弾力性が弱く割れやすいとの
ご指摘を受けています。破損した場
合などは、引き替えますのでご持参
ください。
□手続きに必要なもの
①認め印　②破損した西東京市民カ
ード　③窓口に来られた方の本人確
認書類（運転免許証、パスポート、
健康保険証な

ど）
※代理人による申請の場合は、代理
人選任届（本人自筆）が必要。
◆市民課 　田 （札４６０－９８２０）
　　　　　保 （札４３８－４０２０）

 税 

■固定資産税の減額

興住宅の耐震改修

　昭和５７年１月１日以前から市内に
所在する住宅に耐震改修工事を行
い、下記要件を満たしている場合、
改修工事が完了した年の翌年度分の
当該家屋に係る固定資産税を住宅面
積の１２０㎡まで２分の１減額します
（都市計画税は含まれません）。
□要件
①改修工事後３か月以内に資産税課
（田無庁舎４階）まで申告すること
②耐震改修工事費用が３０万円以上で
あること

□期間
①平成１８年１月１日～平成２１年１２月
３１日に改修完了した場合、翌年度か
ら３年間　②平成２２年１月１日～平
成２４年１２月３１日に改修完了した場
合、翌年度から２年間　③平成２５年
１月１日～平成２７年１２月３１日に改修
完了した場合、翌年度から１年間
□必要書類
①耐震基準適合住宅に係る固定資産
税の減額適用申告書　②耐震改修工
事証明書　③耐震改修工事費用の領
収書

興住宅のバリアフリー改修

　平成１９年１月１日以前から市内に
所在する家屋（賃貸住宅を除く）に
バリアフリー改修工事を行い、下記
要件を満たしている場合、改修工事
が完了した年の翌年度分における当
該家屋に係る固定資産税を住宅面積
１００㎡まで３分の１減額します（都市
計画税は含まれません）。
□要件
①６５歳以上の方および要介護もしく
は要支援の認定を受けている方なら
びに障害をお持ちの方が居住する家
屋であること（賃貸住宅を除く）
②平成１９年４月１日～平成２２年３月
３１日に一定のバリアフリー改修工事
を行うこと　③改修工事後３か月以
内に資産税課（田無庁舎４階）まで
申告すること　④バリアフリー改修
工事費用が３０万円以上であること
（補助金などを除く自己負担額）
⑤現在、新築住宅軽減および耐震改
修に伴う減額を受けていない家屋で
あること
□必要書類
①住宅のバリアフリー改修に伴う固
定資産税の減額適用申告書　②バリ
アフリー改修工事費用の領収書、改
修工事の内容等を確認できる書類
（工事明細書、現場の写真な

ど）　③
納税義務者の住民票の写し　④改修
住宅にお住まいの方により次のいず
れかの書類　

敢居住者が６５歳以上の場合は、その
方の住民票の写し
柑居住者が要介護または要支援を受
けている場合は、その方の被保険者
証の写し
桓居住者が障害をお持ちの場合は、
その方の障害者手帳の写し
※補助金などの交付を受けた場合
は、交付を受けたことを確認するこ
とができる書類
～一定のバリアフリー改修工事とは～
　廊下の拡幅、階段の勾配の緩和、
浴室改良、便所改良、手すりの設置、
屋内の段差の解消、引き戸への取替
え工事、床表面の滑り止め化

興住宅の省エネ改修

　平成２０年１月１日以前から市内に
所在する住宅（賃貸住宅を除く）に
省エネ改修工事を行い、下記要件を
満たしている場合、改修工事が完了
した年の翌年度分の当該家屋に係る
固定資産税を住宅面積１２０㎡まで３
分の１減額します（都市計画税は含
まれません）。
□要件
①平成２０年４月１日～平成２２年３月
３１日に一定の省エネ改修工事（以下
「熱損失防止改修」）を行うこと
②改修工事後３か月以内に資産税課
（田無庁舎４階）まで申告すること
③熱損失防止改修工事費用が３０万円
以上であること　④現在、新築住宅
軽減および耐震改修に伴う減額を受
けていない家屋であること
□必要書類
①住宅の熱損失防止改修に伴う固定
資産税の減額適用申告書　②熱損失
防止改修工事証明書　③熱損失防止
改修工事費用の領収書　④納税義務
者の方の住民票の写し
～一定の熱損失防止改修工事とは～
　窓、床、天井、壁の断熱性を高め
る改修工事であること（外気などと
接するものの工事に限る。窓の改修
工事を含めた工事であることが必
須）。

◆資産税課 　田 （札４６０－９８３０）

 子育て・教育 

■子どもに関する相談は子ど
も家庭支援センターへ
　１８歳までの子どもに関するさまざ
まな相談に応じます。子育てに関す
る不安、虐待、いじめ、ひきこもり
など、お気軽にご相談ください。秘
密は厳守します。各種子育て支援サ
ービス、心理専門相談やさまざまな
専門機関の紹介もします。
　小・中・高校生のお子さんからの
相談もお受けします。
□相談受付　月～土曜日（祝日と年
末年始を除く）午前９時～午後４時
□相談専用電話　（札４３９－００８１）
◆子ども家庭支援センター
（札４２５－３３０３）

■入学資金融資あっせん
　学校教育法に規定する大学、高等
学校、中等教育学校の後期課程、高
等専門学校もしくは特別支援学校の
高等部または専修学校に入学を許可
されたお子さんをお持ちで、入学時
に納付する資金を必要とする保護者
に対し、市が金融機関に融資のあっ
せんを行います。
　詳細は、お問い合わせを。
◆教育企画課 　保 （札４３８－４０７１）

 環境・ごみ 

■大気環境におけるダイオキ
　シン類調査結果中間報告　
　（平成２１年度実施）
　市では夏と冬に一週間ずつ大気環
境中のダイオキシン類を調査してい
ます。年間調査結果は５月にお知ら
せします。
興調査方法
　「ダイオキシン類に係る大気環境
調査マニュアル」（環境省編）に基づ
いた１週間連続測定法。
興測定期間　８月１９日～２６日

　第２弾！「西東京市プレミアム商品券」の有効期間は１月３１日昌までです。お早めにご利用ください！
　有効期間を過ぎると無効となりますので、ご注意ください。　　問 西東京商工会保谷事務所（札４２４－３６００）　◆産業振興課　保 （札４３８－４０４１）

子育ち・子育てワイワイプランおよび次世代育成支援行動計画第３次行財政改革大綱（素案）計画名

　西東京市における子どもの育ちと子育て支援に関する施策や事
業を総合的に推進するため「子育ち・子育てワイワイプラン」と「次
世代育成支援行動計画」を一体的に策定します。

　平成１７年９月に第２次行革大綱として策定した「西東京市地域
経営戦略プラン」の計画期間が平成２１年度で終了となるため、新
たに「第３次行財政改革大綱」を策定します。

策定趣旨

１月２０日昌から・情報公開コーナー（両庁舎１階）、市　HP １月２１日昭から・情報公開コーナー（両庁舎１階）、市　HP 閲覧方法な
ど

市内在住・在勤・在学者、市内に事業所のある法人・その他団体市内在住・在勤・在学者、市内に事業所のある法人・その他団体対象
１月２０日昌～２月９日昇（必着）１月２１日昭～２月１９日晶（必着）意見提出

①直接または郵送（〒１８８－８６６６　市役所子育て支援課調整係あ
て）　②ファクシミリ（胃４６６－９６６６）　③Eメール（市　HP から）

①直接または郵送（〒１８８－８６６６　市役所企画政策課あて）
②ファクシミリ（胃４６３－９５８５）　③Eメール（市　HP から）

提出方法

　時 ・　場 ２月７日掌①午前１０時～１１時３０分・田無庁舎５階
②午後２時～３時３０分・住吉会館ルピナス

　時 ・　場 ２月５日晶①午前１０時～１１時３０分・防災センター６階
②午後２時～３時３０分・イングビル３階説明会

３月（予定）４月（予定）検討結果公表
子育て支援課 　田 （札４６０－９８４１）企画政策課 　田 （札４６０－９８００）担当課

皆さんのご意見をお寄せください！！ ～市民意見提出手続（パブリックコメント）～
※意見提出の際には、必ず住所・氏名・計画名をお書きください。匿名でのご意見は受けられません。ご意見に個別に回答はしません。
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